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する行為（217 条・218 条），未成年者を略取・誘拐する行為（224 条），未成年
者を買い受ける行為（226 条の 2 第 2 項），未成年者の知慮浅薄に乗じた財産侵
害行為（248 条）を独立の犯罪類型として規定している。また，特別法や条例

















）「犯罪白書」198 頁によると，最近 10 年間の子供が被害者となった一般刑法犯に関す
る被害者数は，平成 17 年（3704人）から平成 21 年（2572人）までは減少傾向を示して
いたが，平成 22 年に増加に転じ，その後は，やや波があるものの，増加傾向にあるとい





























	） 子どもを犯罪の被害から守る条例（平成 17 年 7月 1日公布，同年 10月 1日施行）（以
下，奈良県条例とする。）。

） 大阪府子どもを性犯罪から守る条例（平成 24 年 3月 28日公布，同年 10月 1日施行）
（以下，大阪府条例とする。）。
） 栃木県子どもを犯罪の被害から守る条例（平成 25 年 3月 25日公布，同年 7月 1日施
行）（以下，栃木県条例とする。）。
































を定め，常習として 8条に違反した者及び 9 条に違反した者に刑罰（30万円以下の罰金
又は拘留若しくは科料）を科すこととしている（17 条）。





































会」（以下，懇談会とする。）を設け，同年 12月と平成 23 年 1月にそれを開催
した。そこでは，当時，規制の是非が問題となりつつあった「児童ポルノの単
純所持の禁止」や「性犯罪抑止のためのＧＰＳ装置による監視」等が議論され，
世間の耳目を集めたが15)，平成 23 年 3月 11日の東日本大震災の発生により，
懇談会における検討は休止状態となった。












































19） なお，児童ポルノの所持規制に関しては，奈良県条例（13 条，15 条）及び栃木県条例






ポルノ単純所持規制の試みが残した教訓」園田 =曽我部・前掲書 91 頁以下参照。
20） このことは，平成 27 年 7月 1日に開催された環境生活農林水産委員会における武内浩
行共同参画社会推進課長の「女性と子供の安全・安心社会づくり懇談会については，平











その後，宮城県は「素案」について，平成 27 年 4月 3日から平成 27 年 5月
8日までの間，ホームページ等を通じて，パブリックコメントを実施したが，



















 第 352 回宮城県議会（定例会）における審議
パブリックコメントの実施後，「素案」は，条例としての体裁を整えられた
上で，平成 27 年 6月 15日に開催された第 352回宮城県議会（定例会）（以下，
定例県議会とする。）において「議第百六十八号議案 子どもを犯罪の被害から




















































































































































































































どもを「18 歳未満の者」としていながら（2 条 1 号），不安を与える行為（8 条）・威迫























































40） 例えば，刑法典においては，105 条の 2，130 条，133 条，134 条，168 条の 2，168 条
の 3において「正当な理由がないのに」という文言が使用されている。
41） 最判昭和 50・9・10 刑集 29巻 8 号 489 頁参照。
42）「進路に立ちふさがる行為」・「つきまとう行為」は，軽犯罪法 1 条 28 号においても規
制対象となっている。






言上，完全に同一である。この点につき，平成 27 年 3月 4日の定例県議会及び平成 27
年 3月 16日の宮城県議会文教警察委員会に関する会議録参照。
号から 4号にかけて禁止行為を列挙しているが，そのうち，刑事罰が科される


























































































































していない（栃木県条例 7条 1号前段参照）。この点については，注 39）参照。
け・教育，子どもの見守り活動に関係するものも少なくないと考えられるため，
その解釈・運用には，特に慎重さが求められよう。
































迷惑行為防止条例 12 条 1 号）や「不安若しくは迷惑を覚えさせるような仕方で」
















57） ストーカー規制法 3 条が，単なるつきまとい等ではなく，つきまとい等により，相手




る法律』について」警論 53巻 7 号 90 頁参照）。
























































































第条 第 7 条第 3 号又は第 4 号の規定に違反した者は，30万円以下の罰金又は拘
留若しくは科料に処する。
（適用上の注意）
第 10 条 この条例の適用に当たっては，県民が子どもを犯罪の被害から守るために
助け合うことができる関係を損なうことがないよう配慮し，防犯に関する活動等
が阻害されることのないよう十分留意しなければならない。
（附則）
この条例は，平成 28 年月日から施行する。
犯罪被害からの子供の刑事法的保護に関する考察序論（成瀬幸典) 199
